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開発許可制度運用指針改正案（新旧対照表）

（Ⅱ．一般的事項）

改 正 案 現 行

Ⅱ．一般的事項 Ⅱ．一般的事項

Ⅱ－１ 住民等に対する規制の趣旨及び内容の周 Ⅱ－１ 住民等に対する規制の趣旨及び内容の周

知 知

（略） （略）

Ⅱ－２ 執行体制の整備等 Ⅱ－２ 執行体制の整備等

（１）開発許可に関する事務の効率的かつ効果的 （１）開発許可に関する事務の効率的かつ効果的

な運営を図るため、事務の執行体制の整備に努め な運営を図るため、事務の執行体制の整備に努め

るとともに、関係行政事務担当部局との連絡調整 るとともに、関係行政事務担当部局との連絡調整

の円滑化を図ることが望ましい。特に、都市計画 の円滑化を図ることが望ましい。特に、都市計画

部局、建築確認部局、道路 公園 等公共 部局、建築確認部局、道路 公園等公共施設管理・ ・下水道 、

施設管理部局、農林水産部局、運輸担当部局、環 部局、農林水産部局、運輸担当部局、環境部局等

境部局 開発許可制度と極めて密接な関係を有する部局間、社会福祉部局、医療部局、教育関係部局

等開発許可制度と極めて密接な関係を有する部局 においては、大規模開発に限らず常設的な組織を

間においては、大規模開発に限らず常設的な組織 設けることにより、事務の効率的かつ効果的な運

を設けることにより、事務の効率的かつ効果的な 営を図ることが望ましい。

運営を図ることが望ましい。

（２）関連行政との調整に関する横断的組織の整 （２）関連行政との調整に関する横断的組織の整

備等 備等

（略） （略）

（３）市町村等への権限の移譲等 （３）市町村等への権限の移譲等

地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定

による市町村への権限の移譲については、当該市 による市町村への権限の移譲については、当該市

町村における執行体制、建築確認事務との関係そ 町村における執行体制、建築確認事務との関係そ

の他関連する諸事項を十分勘案した上で、移譲す の他関連する諸事項を十分勘案した上で、移譲す

る事務の範囲を吟味し、これを行うことが望まし る事務の範囲を吟味し、これを行うことが望まし

１１ １ 法第２９条第１項第４号の規定い。この場合に、法第３４条第 号、同条第 い。この場合に、

号の規定 及 法第３４条第 号 、同条第 号 の２ 並びに法第３４条の２第１項の規定 並びに ８ の３ ８ の４

び令第３６条第１項第３号ハの条例制定について 規定及び令第３６条第１項第３号ハの条例制定に

の規定は、法第３章第１節の規定により都道府県 ついての規定は、法第３章第１節の規定により都

知事の権限に属する事務の全部を処理することと 道府県知事の権限に属する事務の全部を処理する

（ 「 」された市町村（以下「全部事務処理市町村」とい こととされた市町村 以下 全部事務処理市町村

う ）に適用される規定であることに留意するこ という ）に適用される規定であることに留意す。 。

と。 ること。

なお、法第８６条及び令第４４条の規定による なお、法第８６条及び令第４４条の規定による

港務局の長への委任は、原則として、これを行う 港務局の長への委任は、原則として、これを行う

ことが望ましい。 ことが望ましい。
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Ⅱ－３ 開発審査会 Ⅱ－３ 開発審査会

開発審査会は、地方自治法第１３８条の４に規 開発審査会は、地方自治法第１３８条の４に規

定する附属機関として置かれるものであり、従っ 定する附属機関として置かれるものであり、従っ

て同法第２０２条の３、第２０３条等の規定の適 て同法第２０２条の３、第２０３条等の規定の適

用を受けるものであるから、これらの規定に抵触 用を受けるものであるから、これらの規定に抵触

してはならないことはもちろん、その組織及び運 してはならないことはもちろん、その組織及び運

営に関しては、法第７８条第２項から第７項まで 営に関しては、法第７８条第２項から第７項まで

に定めるもののほか、必要な事項を令第４３条に に定めるもののほか、必要な事項を令第４３条に

定める基準に従い条例をもって定めることとされ 定める基準に従い条例をもって定めることとされ

ているので、当該条例を定め、これらに従って適 ているので、当該条例を定め、これらに従って適

切な運営を行うこと。 切な運営を行うこと。

委員の構成については、法第７８条第３項に規 委員の構成については、法第７８条第３項に規

定する各分野から選任することとなるが、この場 定する各分野から選任することとなるが、この場

合、経済に関して経験と知識を有する者として、 合、経済に関して経験と知識を有する者として、

産業界を代表する者を加えるよう配慮することが 産業界を代表する者を加えるよう配慮することが

望ましい。なお、農業を代表する者は、経済に関 望ましい。なお、農業を代表する者は、経済に関

して経験と知識を有する者に該当するものとして して経験と知識を有する者に該当するものとして

取扱って差し支えない。 取扱って差し支えない。

開発審査会は、法第３４条第 号関係の事務 開発審査会は、法第３４条第 号関係の事務１４ １０

のほか開発許可制度の運用についても積極的な役 のほか開発許可制度の運用についても積極的な役

割を果たすことが期待されるところであり、開発 割を果たすことが期待されるところであり、開発

許可部局においては、定型的に処理することが困 許可部局においては、定型的に処理することが困

難な案件について開発審査会と連携して適切な制 難な案件について開発審査会と連携して適切な制

、 、 、 、度の運用に努めることが望ましく この観点から 度の運用に努めることが望ましく この観点から

開発審査会の充実が期待される。また、開発審査 開発審査会の充実が期待される。また、開発審査

会の開催については、定例会のみでなく必要に応 会の開催については、定例会のみでなく必要に応

じて随時開催する等できる限り弾力的に運用する じて随時開催する等できる限り弾力的に運用する

ことが望ましい。 ことが望ましい。

なお、開発審査会は、全部事務処理市町村であ なお、開発審査会は、全部事務処理市町村であ

っても設置することができないものであることか っても設置することができないものであることか

ら、区域内に存する市町村の区域における開発許 ら、区域内に存する市町村の区域における開発許

可の適切な運用を確保するため、関係市町村と十 可の適切な運用を確保するため、関係市町村と十

分な連携を図ることが望ましい。 分な連携を図ることが望ましい。

Ⅱ－４ 農地転用許可との調整 Ⅱ－４ 農地転用許可との調整

開発許可権者又は農地転用許可権者は、開発許 開発許可権者又は農地転用許可権者は、開発許

可 可又は農地転用許可に関する処分を行おうとする（法第３４条の２に基づく協議の成立を含む。

又は農地転用許可 ときは、あらかじめ相互に連絡調整を行い、これ以下（１）①において同じ ）。

に関する処分を行おうとするときは、あらかじめ らの処分が同時に行われることが望ましいが、特

相互に連絡調整を行い、これらの処分が同時に行 に、市街化調整区域及び区域区分が定められてい

われることが望ましいが、特に、市街化調整区域 ない都市計画区域における開発許可等と農地転用

、 、及び区域区分が定められていない都市計画区域に 許可との調整については その円滑化を図るため

おける開発許可等と農地転用許可との調整につい 次に掲げる事項に留意して農地担当部局（４ｈａ

ては、その円滑化を図るため、次に掲げる事項に を超える農地等が含まれるときは地方農政局（北

留意して農地担当部局（４ｈａを超える農地等が 海道にあっては農村振興局、沖縄県にあっては沖

含まれるときは地方農政局（北海道にあっては農 縄総合事務局 ）と連絡調整を図ることが望まし）
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村振興局、沖縄県にあっては沖縄総合事務局 ） い。また、事務処理市町村にあっては、農業委員）

と連絡調整を図ることが望ましい。また、事務処 会等を通じる等により農地転用許可権者との連絡

理市町村にあっては、農業委員会等を通じる等に 調整を図ることが望ましい。

より農地転用許可権者との連絡調整を図ることが

望ましい。

（１）処分に関する連絡又は調整 （１）処分に関する連絡又は調整

開発許可権者又は農地転用許可権者は、その権 開発許可権者又は農地転用許可権者は、その権

限に係る処分をしようとする場合において、当該 限に係る処分をしようとする場合において、当該

処分に係る土地が農地等であるときは、次により 処分に係る土地が農地等であるときは、次により

相互に連絡又は調整を図ることが望ましい。 相互に連絡又は調整を図ることが望ましい。

① 開発許可及び農地転用許可に関する処分 ① 開発許可及び農地転用許可に関する処分

ア 開発許可権者又は農地転用許可権者は、開発 ア 開発許可権者又は農地転用許可権者は、開発

許可又は農地転用許可（これらの許可に関し事前 許可又は農地転用許可（これらの許可に関し事前

審査の制度が設けられている場合にあっては、当 審査の制度が設けられている場合にあっては、当

該事前審査の申出についての内示を含む。以下同 該事前審査の申出についての内示を含む。以下同

じ ）に関する処分をしようとするときは、あら じ ）に関する処分をしようとするときは、あら。 。

かじめ相互に連絡し、可及的速やかに調整を図る かじめ相互に連絡し、可及的速やかに調整を図る

この場合において、法第３４条第１０号イこと。 こと。

に掲げる開発行為については、開発審査会に付議

する前に事前審査等の措置を講ずることによりそ

の円滑な調整を行うこと。

イ 開発許可及び農地転用許可は、アによる調整 イ 開発許可及び農地転用許可は、アによる調整

を了した後に同時にすること。 を了した後に同時にすること。

② 法第４２条の規定による許可 ② 法第４２条の規定による許可

開発許可権者は、法第４２条第１項ただし書の 開発許可権者は、法第４２条第１項ただし書の

規定による許可をしようとする場合において、当 規定による許可をしようとする場合において、当

該許可の申請に係る事業が転用許可に係るもので 該許可の申請に係る事業が転用許可に係るもので

あるときは、あらかじめ農地転用許可権者に連絡 あるときは、あらかじめ農地転用許可権者に連絡

し、可及的速やかに調整を行うこと。 し、可及的速やかに調整を行うこと。

③ 法第４５条の規定による承認 ③ 法第４５条の規定による承認

開発許可権者は、法第４５条の規定による承認 開発許可権者は、法第４５条の規定による承認

をしようとする場合において、当該承認の申請に をしようとする場合において、当該承認の申請に

係る事案が転用許可に係るものであるときは、あ 係る事案が転用許可に係るものであるときは、あ

らかじめ農地転用許可権者に連絡し、可及的速や らかじめ農地転用許可権者に連絡し、可及的速や

かに調整を行うこと。 かに調整を行うこと。

④ 法第８１条の規定による処分 ④ 法第８１条の規定による処分

開発許可権者は、法第８１条第１項の規定によ 開発許可権者は、法第８１条第１項の規定によ

る処分をしようとする場合において、当該処分の る処分をしようとする場合において、当該処分の

内容が転用許可に係る農地等の全部又は一部をそ 内容が転用許可に係る農地等の全部又は一部をそ

の許可に係る事業の用に供し得なくするもの等当 の許可に係る事業の用に供し得なくするもの等当

該処分に係る開発行為についての開発許可及び農 該処分に係る開発行為についての開発許可及び農

地転用許可の調整の内容を変更することとなるも 地転用許可の調整の内容を変更することとなるも

のであるときは、あらかじめ当該処分の内容並び のであるときは、あらかじめ当該処分の内容並び

に当該処分をする理由及び時期を農地転用許可権 に当該処分をする理由及び時期を農地転用許可権

者に連絡すること。 者に連絡すること。

（２）その他の連絡等 （２）その他の連絡等
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（略） （略）

Ⅱ－５ その他の法律による許可、認可等の処分 Ⅱ－５ その他の法律による許可、認可等の処分

との調整 との調整

法第２９条の許可申請に係る開発行為が宅地造 法第２９条の許可申請に係る開発行為が宅地造

成等規制法、首都圏近郊緑地保全法、近畿圏の保 成等規制法、首都圏近郊緑地保全法、近畿圏の保

全区域の整備に関する法律、古都における歴史的 全区域の整備に関する法律、古都における歴史的

風土の保存に関する特別措置法、砂防法、土砂災 風土の保存に関する特別措置法、砂防法、土砂災

害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に 害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律等の土地に対する行為の制限を定めた 関する法律等の土地に対する行為の制限を定めた

法律による許可、認可等の処分をも必要とする場 法律による許可、認可等の処分をも必要とする場

合には、開発行為に関する処分とこれらの許可、 合には、開発行為に関する処分とこれらの許可、

認可等の処分とが相互にくい違いを生じないよう 認可等の処分とが相互にくい違いを生じないよう

関係部局と調整を図った上で、同時に処分を行う 関係部局と調整を図った上で、同時に処分を行う

ようにすることが望ましい。この場合において、 ようにすることが望ましい。この場合において、

関係部局との調整は、これらの処分が遅延しない 関係部局との調整は、これらの処分が遅延しない

ようにできる限り迅速に行うことが望ましい。 ようにできる限り迅速に行うことが望ましい。

なお、 なお、宅地造成等規制法第８条第１項の規定に宅地造成等規制法に基づく宅地造成工事

規制区域内においては、開発許可を受けることに を受けなければならないときは、これらよる許可

よって、 の許可の担当部局が同一である場合等事務執行上宅地造成等規制法第８条第１項の規定に

は不要となるが、開発許可申請者にこの 支障のない限り、なるべく一方の許可申請においよる許可

旨を付言するとともに、同法の許可担当部局と適 て提出された図書等を他方に活用する等の措置を

許可申請者に二重の 許可申請者に二重の負担をかけないよう切に連携すること等により、 講じて、

負担をかけないようにすることが望ましい。 にすることが望ましい。

Ⅱ－６ 関係者との調整 Ⅱ－６ 関係者との調整

（略） （略）

Ⅱ－７ 開発行為に係る負担の合理化 Ⅱ－７ 開発行為に係る負担の合理化

（略） （略）

Ⅱ－８ 開発許可後の進行管理等 Ⅱ－８ 開発許可後の進行管理等

（略） （略）

Ⅱ－９ 市街化区域内農地の市街化調整区域編入 Ⅱ－９ 市街化区域内農地の市街化調整区域編入

後の開発許可制度の運用 後の開発許可制度の運用

市街化区域内農地が市街化調整区域へ編入され 市街化区域内農地が市街化調整区域へ編入され

た後の、当該区域内における開発許可制度の運用 た後の、当該区域内における開発許可制度の運用

に関する事務の執行に当たっては、市街化調整区 に関する事務の執行に当たっては、市街化調整区

域への編入の趣旨を踏まえて無秩序な市街化を防 域への編入の趣旨を踏まえて無秩序な市街化を防

、 。 、 。止するため 次の事項に留意することが望ましい 止するため 次の事項に留意することが望ましい

（１）法第３４条の運用 （１）法第３４条の運用

市街化区域に囲まれることとなる区域（いわゆ 市街化区域に囲まれることとなる区域（いわゆ

る「穴ぬき市街化調整区域 ）となる農地につい る「穴ぬき市街化調整区域 ）となる農地につい」 」

ては、周辺地域の計画的市街地形成に支障をきた ては、周辺地域の計画的市街地形成に支障をきた

さないものについては、その規模の基準を、大都 さないものについては、その規模の基準を、大都



- 5 -

市地域にあっては２ｈａ以上として運用すること 市地域にあっては２ｈａ以上として運用すること

が望ましいとされているが、この取扱いにより穴 が望ましいとされているが、この取扱いにより穴

ぬき市街化調整区域となる大都市地域内の２ｈａ ぬき市街化調整区域となる大都市地域内の２ｈａ

以上５ｈａ未満の農地（以下「穴ぬき市街化調整 以上５ｈａ未満の農地（以下「穴ぬき市街化調整

区域農地」という ）については、従来の穴ぬき 区域農地」という ）については、従来の穴ぬき。 。

市街化調整区域より規模が小さく、周辺を市街化 市街化調整区域より規模が小さく、周辺を市街化

区域に取り囲まれているとの特徴を有するもので 区域に取り囲まれているとの特徴を有するもので

あることから、法第３４条各号の運用に当たって あることから、法第３４条各号の運用に当たって

は、こうした区域の性格を踏まえて、当該調整区 は、こうした区域の性格を踏まえて、当該調整区

域の規模、形状、近隣の市街化調整区域との位置 域の規模、形状、近隣の市街化調整区域との位置

関係等を考慮するとともに個々の案件の実情に即 関係等を考慮するとともに個々の案件の実情に即

しつつ、以下の事項に留意して慎重に審査するこ しつつ、以下の事項に留意して慎重に審査するこ

とが望ましい。 とが望ましい。

① 第１号 ① 第１号

小規模な穴ぬき市街化調整区域農地内及びその 小規模な穴ぬき市街化調整区域農地内及びその

周辺の市街化区域に居住する者のための店舗等 周辺の市街化区域に居住する者のための店舗等

は、通常当該市街化区域内に立地すべきものと考 は、通常当該市街化区域内に立地すべきものと考

えられ、開発区域周辺 えられ、開発区域周辺の日常生活のために必要な居住者の利用に供する公共

の日常生活のために必要な 新たな店舗等の立地は通常認められないものであ公益施設やこれらの者

新たな店舗等の立地は通常認められないものであ ること。

ること。

② 第２号 ② 第２号

穴ぬき市街化調整区域農地において、当該区域 穴ぬき市街化調整区域農地において、当該区域

内資源を活用するための建築物等の立地を認めな 内資源を活用するための建築物等の立地を認めな

ければならない場合は少ないと考えられること。 ければならない場合は少ないと考えられること。

③ 第 号 ③ 第 号６ ５

穴ぬき市街化調整区域農地において、中小企業 穴ぬき市街化調整区域農地において、中小企業

の共同化、集団化に寄与する事業の計画が策定さ の共同化、集団化に寄与する事業の計画が策定さ

れようとする場合においては、農地として保全す れようとする場合においては、農地として保全す

るとの土地所有者の意向も踏まえて当該市街化調 るとの土地所有者の意向も踏まえて当該市街化調

整区域へ編入されたことを念頭において、商工部 整区域へ編入されたことを念頭において、商工部

局と事前に調整をすること。 局と事前に調整をすること。

④ 第 号 ④ 第 号７ ６

穴ぬき市街化調整区域農地において、市街化調 穴ぬき市街化調整区域農地において、市街化調

整区域内に現に存する工場の事業活動の効率化を 整区域内に現に存する工場の事業活動の効率化を

図るための建築物等の立地を認めなければならな 図るための建築物等の立地を認めなければならな

い場合は少ないと考えられること。 い場合は少ないと考えられること。

⑤ 第 号 ⑤ 第 号９ ８

小規模な穴ぬき市街化調整区域農地における令 小規模な穴ぬき市街化調整区域農地における令

第２９条の 第１号の建築物等については、道路 第２９条の 第１号の建築物等については、道路７ ６

の円滑な交通を確保するために適切な位置に設け の円滑な交通を確保するために適切な位置に設け

られるものとは通常認められないものであるこ られるものとは通常認められないものであるこ

と。 と。

⑥ 第 号 ⑥ 第 号１３ ９

穴ぬき市街化調整区域農地は、そもそも農地と 穴ぬき市街化調整区域農地は、そもそも農地と

して保全するとの土地所有者の意向も踏まえて市 して保全するとの土地所有者の意向も踏まえて市
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街化調整区域へ編入されるものであり、本号の定 街化調整区域へ編入されるものであり、本号の定

める目的で土地又は土地に関する所有権以外の権 める目的で土地又は土地に関する所有権以外の権

利を有していたものとは通常認められないもので 利を有していたものとは通常認められないもので

あること。 あること。

１４ １０ ロ⑦ 第 号 ⑦ 第 号

同号に基づき立地を認めている建築物等につい 同号に基づき立地を認めている建築物等につい

ては、その性質上、穴ぬき市街化調整区域農地に ては、その性質上、穴ぬき市街化調整区域農地に

おいて、立地を認めなければならない場合は少な おいて、立地を認めなければならない場合は少な

いと考えられること。 いと考えられること。

（２）法第４３条の運用 （２）法第４３条の運用

（略） （略）


